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第 146 回運営委員会

第 139 回定例会

地域の会事務局資料

委員質問・意見等

第 138 回定例会（12 月 3 日）受付分

（ 武本（和）委員 ）

 東京電力、規制委員会 に対する 質問

２０１４．１１．２２の長野県北部の地震（神城断層地震）で白馬村に地表地震断層が

出現した。

このことに関して別紙で質問する。

第 138 回定例会後（12 月 16 日）受付分

（ 徳永委員 ）

 原子力規制庁 に対する 質問

なぜ原子力災害の避難時に、「ＳＰＥＥＤＩ」利用をやめたのか？

福島事故を受けて各事故調から報告があった。それらを踏まえて当時の原子力安全・保安

院は、「原子力安全分野における原子力安全・保安院としての改善に向けた取組と残された

課題について～事故調査委員会（国会・政府）からの指摘を踏まえて～」（平成２４年９月

１８日付け、定例会で配布された資料）を公表した。

それによると、「ＳＰＥＥＤＩ情報が提供されていれば、各自治体及び住民はより適切に

避難のタイミングや避難の方法を選択できた可能性があったと言える」（本文としてはＰ３

０、定例会資料としてはＰ７２）と反省した上で、「迅速に公開することを、平成２４年４
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月１３日に四大臣会合に報告」とか、「平成２４年９月６日に防災基本計画を修正し、 ＳＰ

ＥＥＤＩの予測結果の公表手順の明確化を記載」（本文としてはＰ３１、定例会資料として

はＰ７３）とあることから、私はこの方針を当然のことと受け止めていた。

一方同事故では、停電等で各地のMP情報が入手できなかったということから、本県にお

けるMPの設置状況について質問したところ、今年５月定例会で新潟県は、県内全域の５３

ヶ所にあるMPすべてにUPS が付属されており、停電時の対策が万全であることがわかっ

た。

したがって、福島事故の反省から本県でのＳＰＥＥＤＩを利用した避難対策に、問題はな

いと確信していた。

ところが、今年１１月２５日付けの朝刊に「ＳＰＥＥＤＩ活用せず、規制委方針に反発の

恐れも」という見出しの記事が載った。晴天の霹靂である。

前述した原子力安全・保安院（当時）の重要な方針はいったい何だったのか？

柏崎市の防災計画にもあるとおり、自家用車による避難を認めざるを得ない現実において、

ＳＰＥＥＤＩを利用せずに住民に対して自治体はどのような指示が出せるのだろうか？住

民とともに自治体もまた戸惑いがあるはず。

この方針変更をどうしても理解できず、納得がいかない。

余談であるが、ＳＰＥＥＤＩの開発に３４年以上の年月と１００億円以上を費やしている。

そうだとすれば、余りにもムダ使いではないか。会計検査院は、なぜ指摘しないのか？
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別 紙


